
目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　茨城県赤十字血液センターと協力し、未実施の企業・研究所などへの個別依頼を行い、献血への新規協力企業を１社以
上開拓する。

　全国的に献血者が減少傾向にあるため、引き続き献血協力
者の確保に努める必要がある。

・献血実施の広報（ポスター掲示）
・移動献血バスの配車計画作成
・協力企業機関・学校等への協力依頼訪問
・献血協力者への粗品提供
・骨髄バンクドナー登録への支援
・骨髄提供者への助成

　献血への新規協力企業として、今年度から新たに１社の協
力を得ることができ、血液製剤のより安定的な供給を図るこ
とができた。
　骨髄提供者に助成をすることにより、経済的負担の軽減を
図ることができた。

・市内企業、研究機関、大学や県立高等学校・特別支援学校
　及び市役所庁舎等において、移動採血バスを配車し献血を
　実施するとともに、献血未実施の企業等に対し個別訪問等
　に　より献血への協力を依頼する。
・骨髄提供者に対し助成金を交付する。

・市内企業等に移動採血バスを149箇所配車し献血を実施し
　た。
・献血未実施の企業等に対し、個別訪問を行い献血協力を依
　頼した。
・骨髄提供者４名に対し助成金を交付した。

継続

献血推進事務

職員のみ

01-040101-11 献血推進事務に要する経費

     4,119.0

         0.0

     4,244.0

         0.0

     4,430.0

         0.0

     4,430.0

         0.0

     4,212.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律

茨城県献血推進計画

　献血思想の普及啓発を図り献血量を確保することにより、
県内外の医療機関が必要とする輸血用血液製剤を円滑・安定
的に供給できるようにするため。
　骨髄又は末梢血管細胞を提供した方に助成金を交付し、骨
髄移植及びドナー登録の推進を図るため。

献血協力者数

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

     4,000.0

         0.0

     4,500.0

         0.0

     4,500.0

         0.0

     4,500.0

         0.0

     4,500.0

         0.0

     4,500.0

         0.0

     4,500.0

         0.0

法定事務

■

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

372

活動指標

保健福祉部健康増進課

健康総務係

人



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

・消耗品（献血協力者への記念品）（346千円）
　80円×4,000個×1.08＝345,600円
・骨髄移植ドナー助成金（420千円）
  １日20,000円×７日（上限７日）×３人分

       1,779        2,386

維持

3

4

3

-

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

法令等により、市の実施が定められている。又は、今年度で事業が終了する。

         0.20          0.20

         5.00         28.00

無 無

       1,435        1,482

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           7          280          210            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

         337          624          556            0

         344          904          766            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　医師会、医療機関と連携し、情報共有に努めながら事業を行う必要がある。

　休日当番医の新たな協力医療機関の確保のために、新規開
業医療機関の情報を得る目的から引き続き市医師会と連携し
推進していく必要がある。

・日曜、祝日、年末年始の診療を行うため、つくば市医師会
　へ業務委託する。
・年末年始の診療体制等を確保するため、つくば市歯科医師
　会及びつくば薬剤師会へ業務委託する。
・日曜・祝日・夜間に重症患者の救急治療・診療体制を確保
　するため、二次救急医療機関（５医療機関）に輪番制によ
　る業務委託を行う。

　休日・夜間における緊急時の医療体制及び年末年始の緊急
歯科診療体制を確保し、軽症患者から重症患者まで市民への
適切な医療サービスを提供することができた。
　また、薬剤師会との委託業務契約を行うことにより、年末
年始の適切な医薬品提供ができた。

・日曜、祝日、年末年始における緊急時の医療体制を確保す
　る。
・年末年始における緊急歯科診療体制を確保する。
・年末年始に医療機関を受診した患者が、医師の処方どおり
　の医薬品を受け取り、薬剤指導が受けられる体制を構築す
　る。
・休日、夜間における入院を必要とする重症患者の救急医療
　体制を確保する。

・休日緊急診療　受診者数5,882人（内科3,641人、外科370
　人、小児科1,365人、その他506人）
・年末年始緊急歯科診療　受診者数105人
・年末年始薬局業務　薬局来院数590人
・病院群輪番制　受診者数12,420人（内科1,611人、小児科
　4,034人、外科543人、整形外科493人、その他5,739人）

継続

休日緊急診療委託事業

全て委託

01-040101-12 休日緊急医療に要する経費

     6,172.0

         0.0

     5,161.0

         0.0

     5,475.0

         0.0

     5,431.0

         0.0

     5,882.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

茨城県保健医療計画

　日曜、祝日、年末年始における緊急時の医療受診体制を確
保するため。

休日緊急診療医療機関受診者数

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

任意的事務

■

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

373

活動指標

保健福祉部健康増進課

健康総務係

人



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

・休日診療委託（北部・南部）　7,004,712円
・病院群輪番制委託　毎夜間・日曜祝日 63,936円×442日＝28,259,712円
・休日緊急歯科診療委託　年末年始　51,600円×12人×1.1＝　681,120円
・院外薬局機関委託　年末年始　10,000円×17薬局×1.1＝　187,000円

      38,967       38,428

維持

4

4

2

2

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         0.50          0.40

        10.00         28.00

無 無

       3,580        2,893

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

      35,387       35,535       36,134            0

      35,387       35,535       36,134            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　住民接種に関して、ワクチンの流通状況、管理方法等について茨城県と連携しながら検討する。
　また、つくば市医師会の登録医療機関に対して住民接種の協力の意向を調査し、接種体制を検討する。

　住民接種に関して、茨城県とワクチン管理について協議す
ること、つくば市医師会と住民接種の体制について引き続き
協議する必要がある。

・新型インフルエンザ等の発生に備えて、平時の活動として
　職員向けに講習会、実務訓練を行い、感染症の基本的な知
　識と技術を養い、各部署の役割を明確にする。
・感染拡大時の各課の業務継続内容を明らかにし、つくば市
　内で新型インフルエンザ等が発生した場合の対応能力の向
　上に努める。

　職員向けの研修では新型インフルエンザ等での基本的な知
識を確認でき、また保健福祉部内で初動体制の基本事項を再
確認できた。
　また、あらたに住民接種マニュアルを策定するにあたり、
つくば市医師会、つくば薬剤師会と課題や今後の検討事項を
協議し、継続して取り組むことを確認できた。

・８月　職員向けに手洗い実習を主とした講習会を開催
・10月　図上訓練及び対応訓練を実施
・全庁を対象として新型インフルエンザが発生した場合の業
　務継続調査を実施

・８月　職員向けの手洗い実習及び新型インフルエンザ等発
　　　　生時の基本的な知識について講習会を開催
・10月　新型インフルエンザ等発生を想定した初動対応訓練
　　　　住民に対するワクチン接種の訓練　実施
・新型インフルエンザ等が発生した場合の業務継続調査を全
　庁を対象として実施
・つくば市医師会、つくば薬剤師会等と連携し、住民接種マ
　ニュアル（別冊1-2当面１回接種版）をあらたに策定

継続

新型インフルエンザ等対策事業

職員のみ

01-040101-13 健康増進に要する経費

       146.0

         0.0

        48.0

         0.0

        80.0

         0.0

        83.0

         0.0

       102.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

平成21年度～

新型インフルエンザ等対策特別措置法

新型インフルエンザ等対策行動計画

　新型インフルエンザ等対策特別措置法（H24年５月制定）
に基づいて、新型インフルエンザ等発生の際に、必要な対策
を講じることで、市民の生命を保護し、生活を維持する。

職員対象の講習会の参加人数

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

       200.0

         0.0

       150.0

         0.0

       150.0

         0.0

       150.0

         0.0

       150.0

         0.0

       150.0

         0.0

       150.0

         0.0

法定事務

■

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

374

活動指標

保健福祉部健康増進課

健康総務係

人



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

・新型インフルエンザ感染対策防護服（Ｍ・Ｌ）300セット　924,000円
・予防衣　33,000円
・グローブ　33,000円
・ワクチン保管用保冷バッグ　20,240円
・新型インフルエンザ等対策行動計画製本印刷代一式　322,740円

       4,681        6,509

維持

3

4

3

-

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

法令等により、市の実施が定められている。又は、今年度で事業が終了する。

         0.50          0.70

        20.00        189.00

無 無

       3,605        5,409

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

       1,076        1,100        1,333            0

       1,076        1,100        1,333            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　第４期計画策定アンケート調査について有識者の助言を得ながら、調査対象者に偏りがないように実施する。
　引き続き、第３期計画を７分野ごとの事業で実施し、第３期計画の評価を行っていく。

　第３期計画の中間評価では調査数が少なく、対象に偏りが
あったことから、第４期計画策定のアンケート調査では改善
する必要がある。

・重点施策及び７分野（①栄養・食生活　②身体活動・運動
　③休養・こころの健康　④喫煙・飲酒　⑤歯と口腔の健康
　・歯周病　⑥健康管理　⑦医療等の提供）ごとの事業を実
　施する。
・計画は５年ごとに評価し、見直しを行う。

　第３期計画の中間評価を行い、「自分は健康である」と思
っている人の割合は83.9％、「健康に関心がある」人の割合
は65.3％となり、いずれも平成27年度の値より改善した。
　第４期計画策定アンケート調査案について健康づくり推進
協議会において調査の方針、調査数、項目内容等について検
討することができた。

・第３期計画の実施：７分野ごとに各事業の中で計画を実施
　する。
・啓発活動：５月のつくばフェスティバル、10月の健康フェ
　スタでリーフレットを配布する。
・中間評価の実施：９月にアンケートを実施し分析を行う。
・第４期計画策定アンケート調査案を検討する。
・第４期計画策定業務委託の予算化及び入札準備を行う。

・第３期計画の実施：７分野ごとに各事業の中で計画を予定
　通り実施
・啓発活動：５月のつくばフェスティバル、10月の健康フェ
　スタで約1,500名にリーフレットを配布
・第３期計画の中間評価として９月にアンケート調査を実施
・第４期計画策定のためのアンケート調査案を検討
　策定業務委託の予算化を行い、入札準備を進めた。

継続

健康増進計画事業（健康つくば21策定・推進事業）

一部委託

01-040101-13 健康増進に要する経費

     8,550.0

         0.0

     7,773.0

         0.0

     6,291.0

         0.0

     5,879.0

         0.0

     5,656.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

健康増進法

つくば市健康増進計画「健康つくば21」

　健康寿命の延伸及び生活の質の向上、社会環境の質の向上
を目標に、「自分の健康は自分でつくる」という意識を基調
とし、市民一人ひとりが主体となって進める健康づくりを推
進する。

イベント健康フェスタの来場者数(延人数）

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

     7,000.0

         0.0

     8,000.0

         0.0

     9,000.0

         0.0

     9,000.0

         0.0

     9,000.0

         0.0

     9,000.0

         0.0

     9,000.0

         0.0

法定事務

■

□

■

■

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

375

活動指標

保健福祉部健康増進課

健康総務係

人



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

・つくば健康フェスタ　記念品等　　550,000円
・つくば健康フェスタ開催案内チラシ　 100,000円
・つくば健康フェスタ会場設営委託料　115,500円
・つくば健康フェスタ駐車場代　68,250円
・健康づくり21リーフレット印刷　49,500円
・健康づくり21製本印刷　110,000円
・第４期健康増進計画策定業務委託　3,586,000円
　　アンケート調査一式等　1,462,000円×1.1＝1,608,200円
　　印刷費　238,000円×1.1＝261,800円
　　郵送費　1,048,000円×1.1＝1,152,800円
　　諸経費　512,000円×1.1＝563,200円

       8,072        6,110

拡充

4

4

3

-

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

法令等により、市の実施が定められている。又は、今年度で事業が終了する。

         1.00          0.70

        20.00        108.00

無 無

       7,158        5,208

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

　第４期健康増進計画策定のため。

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

         914          902        4,580            0

         914          902        4,580            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　ライフプランすこやか、ホームページ、広報に、規則の延長についての情報を掲載し周知を図る。

　制度の延長について周知を行う必要がある。

・H４年３月12日以降に生まれた者（東日本大震災当日18歳
　以下の者）で検査受診日につくば市に住民登録のある者、
　または検査受診日につくば市に住民登録のある妊婦
・甲状腺エコー検査またはホールボディカウンター検査（助
　成額　各検査上限3000円）
・助成回数は助成対象期間内においていずれかの検査１回

　助成金の交付により検査の負担軽減を図ることができた。

・ライフプランすこやか、ホームページ、広報へ情報掲載し
　事業の周知を図る。
・つくば市東京電力原子力事故に係る放射性物質による健康
　影響検査受診費助成規則（平成31年3月末終了）の延長に
　ついて検討する。

・甲状腺エコー検査を7人に実施し、いずれも正常範囲。
　助成金　3,000円×7人＝21,000円
・つくば市東京電力原子力事故に係る放射性物質による健康
　影響検査受診費助成規則をさらに2年延長した。

継続

放射線検査費用助成事業

職員のみ

01-040101-13 健康増進に要する経費

        43.0

         0.0

        46.0

         0.0

        13.0

         0.0

        38.0

         0.0

         7.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

平成25年度～

つくば市東京電力原子力事故に係る放射性物質による
 健康影響検査受診費助成規則

　H23年３月に発生した東日本大震災に伴う東京電力株式会
社福島第一原子力発電所の事故により放出された放射性物質
に関して、健康影響検査費用の一部を助成し、子どもたちや
妊婦の健康不安の軽減を図る。

助成対象者数

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

       240.0

         0.0

        60.0

         0.0

        60.0

         0.0

        20.0

         0.0

        20.0

         0.0

        20.0

         0.0

        20.0

         0.0

法定事務

■

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

376

活動指標

保健福祉部健康増進課

健康総務係

人



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

放射性物質による健康影響検査受診費助成金　3,000円×20人＝60,000円

       1,482        1,518

維持

3

4

3

-

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

法令等により、市の実施が定められている。又は、今年度で事業が終了する。

         0.20          0.20

         0.00         34.00

無 無

       1,422        1,497

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

          60           21           60            0

          60           21           60            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　行政機関としてのつくば保健所からの出席を可能な限り調整する。

　つくば保健所などにも出席を依頼しているが、業務との調
整がつかず、出席が実現できていない。

・次に掲げる事項について協議する。
　健康づくりのための施策に関すること
　健康づくりのための事業に関すること
　その他健康づくりのために必要と認められる事項に関する
　こと

　市民委員を初めて公募で選出し、市民委員からの積極的な
意見を取り入れることができた。
　第４期健康増進計画策定のアンケート調査について、調査
数、質問項目の設定等について、助言を得ることができた。

５月～６月　市民委員公募・選出（5名）
６月　委員候補の選出
７月　新規委員(16名）任命
　　　第１回推進協議会実施
２月　第２回推進協議会実施

５月～６月　市民委員公募・選出（５名）
６月　　　　つくば市健康づくり推進協議会委員候補の選出
７月26日　　新規委員(16名）任命
　　　 　　 第１回推進協議会開催
２月14日　　第２回推進協議会開催

継続

健康づくり推進協議会関係

職員のみ

01-040101-13 健康増進に要する経費

         2.0

         0.0

         4.0

         0.0

         2.0

         0.0

         2.0

         0.0

         2.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

平成18年度～

健康増進法

つくば市健康増進計画「健康つくば21」

　市民の健康づくりを計画的かつ総合的に推進するため。

会議開催回数

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

         2.0

         0.0

         4.0

         0.0

         2.0

         0.0

         2.0

         0.0

         2.0

         0.0

         2.0

         0.0

         4.0

         0.0

法定事務

■

■

□

■

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

377

活動指標

保健福祉部健康増進課

健康総務係

回



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

・委員謝礼　7，000円×16人×４回＝448,000円
・委員返信用切手　82円×50枚＝4,100円

       3,098        3,277

維持

3

4

3

-

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

法令等により、市の実施が定められている。又は、今年度で事業が終了する。

         0.40          0.40

        10.00         91.00

無 無

       2,869        3,049

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

         229          228          453            0

         229          228          453            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　社会情勢の変化に対応できるシステムを構築するため、実務者レベルでの協議を定期的に実施する。

　市民の健康情報の共有化及び事務処理の効率化を図るため
に、今後も定期的にシステムを見直し、改修していくことが
必要である。

・市民の成人健診（検診）データ・母子保健データ・予防接
　種データ等をシステム内に入力をし、データの維持管理を
　行う。
・蓄積された健康管理情報を集積し分析を行う。
・各健診（検診）事業の受診者・未受診者の把握を行う。

　実務者レベルの協議によってシステムの改修項目を決定す
ることから、次年度以降の業務効率化が期待できる。

・実務者レベルでの協議を定期的に実施するとともに、前年
　度決定したシステムの改修項目について、茨城計算センタ
　ーとシステム改修委託契約を締結し、カスタマイズ変更を
　行う。

・健康情報管理システムの利用環境を向上させるため、茨城
　計算センターを交えた実務者レベルの協議を１回実施し、
　次年度の改修項目を決定した。

継続

健康情報管理システム事業

一部委託

01-040101-14 健康情報管理システムに要する経費

   132,000.0

         0.0

   170,000.0

         0.0

   172,000.0

         0.0

   174,000.0

         0.0

   176,000.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

　市民の健康情報を集積し分析を行い、実情に即した効果的
な事業を実施するとともに、３保健センター、健康増進課、
いきいきプラザ間の健康情報共有化を図る。
　長期的管理が必要な情報等の管理・活用を図る。
　各健診(検診)事業の受診者・未受診者を把握し対応する。
　健康管理情報に基づき、家族単位での総合的な指導等を行
う。

各事業のデータ入力件数

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

任意的事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

379

活動指標

保健福祉部健康増進課

母子保健係

件



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

委託料  3,888千円

       4,463        4,393

維持

3

4

2

2

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         0.20          0.20

         0.00          0.00

有 有

       1,422        1,412

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

       3,041        2,981        3,524            0

       3,041        2,981        3,524            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　予防接種の間違いを防ぐ取組を行う。
　ロタウイルスワクチンの任意予防接種助成、骨髄移植等の医療行為による免疫を消失された方に対する再接種の支援に
ついて検討をする。

　今年度は医療機関から接種間隔の間違いや不必要な接種な
ど10件の報告の提出があったため、予防接種間違いを減らす
必要がある。
　市民の健康維持のため、任意予防接種の助成を検討する必
要がある。

・予防接種法に基づき、定期（任意）の予防接種を行う。
・対象となる市民に対し、個人通知や市ホームページ等を通
　して、予防接種に対する知識の普及、接種勧奨を行う。
・予防接種後の健康被害等の相談を受け付ける。

　対象者に個人通知を送付することで、適正な時期、予防接
種の効果、副反応等の正しい情報を提供するとともに、接種
行動につなげることができた。また、予防接種による健康被
害の届け出もなく事業を運営することができた。
　二種混合未接種者には、予診票を再送するなど、受けやす
い環境を整えた。

・毎月　接種履歴入力の外部委託を開始
・年齢に応じた接種勧奨を個人通知等で積極的に行う。
・５、７、10、１月
　二種混合予防接種の未接種者通知（通知内容を工夫）
・10、11月
　就学時健康診断にて予防接種接種状況確認
・１月　麻しん風しん予防接種２期未接種者通知

４月：麻しん風しん混合ワクチン（MR)第2期対象者個人通知
９月：MR2期未接種者接種勧奨通知
10月：就学時健康相談時に予防接種履歴確認
11月：B型肝炎任意予防接種期間延長（～3月まで）
２月：MR2期未接種者再々接種勧奨通知
３月：予防接種協力医療機関説明会
通年：予診票送付・日本脳炎・二種混合等の接種勧奨通知・
接種履歴管理
接種者数：延95,683件

継続

こどもの予防接種事業

一部委託

01-040102-11 予防接種に要する経費

        94.2

         0.0

        95.7

         0.0

        98.0

         0.0

        97.8

         0.0

        98.4

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

予防接種法

　伝染のおそれのある疾病の発生及びまん延を予防すること
を目的とする。

国の指標として、接種率95％以上が示されている

麻しん風しん混合ワクチン第２期接種率

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

        95.0

         0.0

        95.0

         0.0

        95.0

         0.0

        95.0

         0.0

        95.0

         0.0

        95.0

         0.0

        95.0

         0.0

法定＋任意

■

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

380

活動指標

保健福祉部健康増進課

母子保健係

％



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

委託料　　594,805千円
扶助費　　　4,549千円
役務費　　　3,443千円
需用費　　　2,116千円

     569,614      617,318

拡充

4

4

3

-

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

法令等により、市の実施が定められている。又は、今年度で事業が終了する。

         2.00          2.00

       100.00        187.25

有 有

      14,467       14,579

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

　おたふくかぜ任意予防接種助成事業を開始する予定があるため。
　次年度は、380子どもの予防接種事業と381高齢者の予防接種事業を954定期予防接種事業と955任
意予防接種事業に組み替えて移行する

           0            0        8,560            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

     555,147      602,739      599,943            0

     555,147      602,739      608,503            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　高齢者肺炎球菌の接種率を各医療機関と連携を図り、接種勧奨に努める。

　高齢者肺炎球菌の接種率が昨年度に比べて減少した。

・予防接種法に基づき定期予防接種（B類疾病）を実施

　肺炎球菌は約４割、インフルエンザは約半数の方が制度を
利用して接種を受け、発病予防や重症化の予防につなぐこと
ができた。

通年　ホームページ，ポスター等で広く周知する
４月　高齢者肺炎球菌個人通知
９月　高齢者インフルエンザ実施状況の把握
　　　高齢者インフルエンザ個人通知
１月　高齢者肺炎球菌予防接種未接種者に勧奨通知
３月　市内医療機関を対象に予防接種説明会の実施

４月　高齢者肺炎球菌対象者に個人通知（9,150人）
９月　高齢者インフルエンザ対象者に個人通知（45,638人）
　　　議会対応（高齢者肺炎球菌予防接種について）
１月　高齢者肺炎球菌未接種者に再勧奨通知（6,411人）
３月　議会対応（高齢者肺炎球菌予防接種について）
　　　予防接種協力医療機関説明会の開催
・接種者数・接種率・
　高齢者肺炎球菌：3,690人（40.3％）
　高齢者インフルエンザ：23,329人（51.1％）

継続

高齢者の予防接種事業

一部委託

01-040102-11 予防接種に要する経費

        53.4

        38.0

        51.2

        41.6

        50.9

        44.1

        48.7

        45.1

        51.1

        40.3

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

予防接種法

　高齢者インフルエンザ予防接種、高齢者肺炎球菌予防接種
を実施することで、個人の発病・重症化防止を図る。

高齢者インフルエンザ接種率

高齢者肺炎球菌接種率

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

        55.0

        50.0

        55.0

        50.0

        55.0

        50.0

        55.0

        50.0

        55.0

        50.0

        55.0

        50.0

        55.0

        50.0

法定事務

■

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

381

活動指標

活動指標

保健福祉部健康増進課

母子保健係

％

％



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

委託料　　78,536千円
役務費　　 6,169千円
需要費　　 1,067千円
扶助費　　 　 45千円

      68,447       69,349

維持

4

4

3

-

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

法令等により、市の実施が定められている。又は、今年度で事業が終了する。

         1.50          1.50

        75.00        155.25

有 有

      10,851       10,972

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

      57,596       58,377       85,818            0

      57,596       58,377       85,818            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　市民が参加しやすいよう、土日開催の教室について周知拡大する等、受講しやすい体制を整える。のびのび子育て教室
については、保護者間の交流会やミニ講話等を内容に追加し、保護者支援の充実を図っていく。

　市民のニーズに対応できるように、より受講しやすい環境
を整えていく必要がある。のびのび子育て教室については、
保護者支援の観点から、交流会や学びの場の設定など、より
充実した内容を検討していく必要がある。

・マタニティーサロン：妊婦とその家族に対して妊娠・出産
　・育児に対する知識と技術の習得を目的としている教室
・あかちゃんランド：離乳食の教室
・のびのび子育て教室：言葉や発達の遅れがあり経過観察
　が必要な幼児のための親子教室
・出前健康講座：市民からの依頼を受け育児に関する講座を
　開催

　各専門職が妊娠期から出産、子育て期を切れ目なく支援す
ることで、保護者の不安の軽減を図り育児支援を行うことが
できた。マタニティサロンは、定員を増やすことで希望者全
員が参加することができた。また、赤ちゃんランドは、教室
参加者アンケートで高い満足度を得られている。

・マタニティサロン
　夫の育児参加を促すため、夫婦で参加しやすいよう継続し
　て土日に開催し、希望者全員が参加できるよう日程の調整
　を行う。
・あかちゃんランド（乳児離乳食教室）
　地域のニーズを考慮し、市民が参加しやすい会場で開催し
　ていく。

・マタニティサロン参加状況（初妊婦対象）
　妊婦編12回　妊婦159人
　育児編23回　妊婦370人　夫364人　その他2人
　講演会４回　妊婦117人　夫21人
　全体の参加状況 妊婦：実409/延646人 夫：実373/延385人
・あかちゃんランド　実施回数　36回　参加延人数　571人
・のびのび子育て教室　実施回数48回　参加延人数　987人
・出前健康講座　実施回数　26回　参加延人数　726人

継続

母子健康教育事業

職員のみ

01-040103-12 母子健康教育に要する経費

     3,120.0

         0.0

     2,854.0

         0.0

     3,089.0

         0.0

     3,289.0

         0.0

     3,315.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

母子保健法第９条

つくば市子ども・子育て支援プラン

　各種健康教室を開催し、母子保健に関する知識を普及する
ことで、母親、乳児又は幼児の健康の保持増進を図る。

母子健康教育事業参加延人数

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

     3,300.0

         0.0

     3,300.0

         0.0

     3,300.0

         0.0

     3,350.0

         0.0

     3,400.0

         0.0

     3,450.0

         0.0

     3,500.0

         0.0

法定事務

■

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

384

活動指標

保健福祉部健康増進課

母子保健係

人



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

報償費　797千円
旅費　　72千円
需用費　850千円
役務費　36千円
備品購入費　241千円
負担金補助及び交付金　152千円

      16,958       16,775

維持

3

4

3

-

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

法令等により、市の実施が定められている。又は、今年度で事業が終了する。

         2.10          2.10

         0.00          0.00

無 有

      14,925       14,820

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

         343          319          350            0

       1,690        1,636        1,810            0

       2,033        1,955        2,160            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　発達相談事業については、相談窓口の一元化を図るため、各保健センター及び健康増進課において予約管理システムを
構築し、情報の共有と効率的な予約管理を図る。
　子育て相談一覧や母子健康包括支援センターちらし等により、引き続き事業の周知を行う。産科医療機関や産後ケア施
設との打合せや情報交換を行い、連携を図る。

　発達相談の実施場所、実施回数を増やしたことにより待機
者の解消は図ることができたが、相談予約管理の一元化がさ
れていないため、効率的なシステムを整備する必要がある。
　支援が必要な妊産婦の方へ、母子相談支援事業や産後ケア
事業等により継続した支援ができるよう、事業の周知や関係
機関との連携が必要である。

・妊娠届出者に母子健康手帳を交付し、必要に応じて保健指
　導を行う。
・すこやか健康相談：就学前の乳幼児・妊産婦を対象に身体
　計測、育児相談、栄養相談を行う。
・産後ケア事業：産後支援が必要な産婦（６か月未満）に対
　し、宿泊型と通所型で母子への心身ケアを行う。
・発達相談：精神発達面で経過観察を要する児に対し、臨床
　心理士、言語聴覚士による個別相談を行う。

　発達相談において、障害福祉課の専門職が対応することに
より、他機関へのスムーズな紹介、早期に適切な相談支援へ
繋ぐことができた。
　母子保健コーディネーターが面接相談を行うことで必要な
支援につなぐことができた。産後ケア事業により、心身のケ
アや育児サポートを行うことができた。

・障害福祉課臨床心理士と随時連携し、相談を希望する親子
　がスムーズに相談につながるよう支援する。
・子育て支援拠点と調整し出張子育て相談を実施する。
・すこやか健康相談に保育士を配置し，遊び方やかかわり方
　等保護者の要望にあわせた相談支援を実施する。
・母子保健コーディネーターを配置し、妊娠届出時の面接等
　で相談を行う。
・産後ケア事業により、退院直後に支援が必要な産婦に対し
　て、心身のケアや育児サポートを行う。

・母子健康手帳交付数　2,507冊（うち妊娠届出数2,326件）
・母子コーディネーター相談件数　2,194件
・産後ケア利用者数　実26人/延117人
・つくばde子育てすくすくメール登録通算数
　妊娠期1,663件、子育て期3,943件
・すこやか健康相談　定期相談　36回　不定期相談　82回
　　　　　　　　　　実751人/延1737人
・発達相談　実施回数　82回　実152人/延188人

継続

母子健康相談事業

一部委託

01-040103-13 母子健康訪問・相談に要する経費

     1,837.0

         0.0

     1,726.0

         0.0

     1,849.0

         0.0

     2,000.0

         0.0

     1,925.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

母子保健法

つくば市子ども・子育て支援プラン

　妊娠届出者に対する母子健康手帳の交付及び乳幼児とその
保護者、妊産婦を対象に相談事業を行い、子育て支援と児の
健やかな成長を支援するため。

母子相談延人数

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

法定＋任意

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

386

活動指標

12 15

保健福祉部健康増進課

母子保健係

人



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

報酬　4,896千円
旅費　269千円
需用費　728千円
委託料　6,737千円

      24,095       29,404

維持

4

4

3

-

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

法令等により、市の実施が定められている。又は、今年度で事業が終了する。

         2.40          2.40

         0.00        136.50

有 有

      17,057       17,276

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

       1,081        9,433        3,707            0

       1,081        1,656        1,656            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

       4,876        1,039        7,267            0

       7,038       12,128       12,630            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　健康増進課での母子保健コーディネーターの面接内容等を養育支援訪問等で活用しやすいように、健康管理システムを
改修を行う。

　産婦健診や医療機関からの連絡、健康増進課での母子保健
コーディネーターの面接状況、あかちゃん訪問等の情報を一
元化できるように、健康管理システムのシステム改修を検討
する必要がある。

・養育支援訪問員として保健師が養育支援者等に対して、訪
　問、面接、電話等で育児指導や相談を行う。
・対象ケース、支援内容・頻度については、養育支援訪問員
　担当保健師、地区担当保健師等で検討し、随時見直しを行
　う。

　初妊婦や特定妊婦（若年、精神疾患既往歴他）に妊娠9か
月前後に電話連絡し、早期からの支援を実施できた。
　医療機関からの訪問依頼や産後健診EPDS9点以上の産婦へ
の速やかな家庭訪問を実施するとともに、必要な方には産後
ケア事業の利用につなげ継続支援ができた。

・妊娠期から子育て期までの支援が必要な母子に対し、切れ
　目のない支援体制を整備する。
・初妊婦全員に対して36週前後に電話での相談支援を行う。
　※妊娠期からの早期介入により適切な支援や情報提供
・初妊婦電話相談に関するアンケートを実施し、その効果や
　今後の実施方法について検討する。
・養育支援訪問者と保健師等による、特定妊婦（高齢妊娠、
　シングルマザー、精神疾患等）への電話相談や家庭訪問の
　実施

・養育支援訪問員および保健師による家庭訪問
　実185件/延226件
・電話相談数　804件
（内訳　初妊婦9か月659件、その他145件）不在584件
　アンケート結果：あって良かった　84％
　　　　　　　　　どちらでも良い　15％
　　　　　　　　　なくても良い　　1％

継続

養育支援訪問事業

職員のみ

01-040103-13 母子健康訪問・相談に要する経費

       373.0

         0.0

       399.0

         0.0

       460.0

         0.0

       730.0

         0.0

     1,030.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

児童福祉法

つくば市子ども・子育て支援プラン

　精神的・身体的に過重な育児負担のある養育者及び支援が
必要でありながら積極的に自ら支援を求めることが困難な家
庭に対し、育児に関する具体的な技術指導を行うことで、個
々の抱える養育上の諸問題の解決・軽減を図る。

養育支援訪問・電話件数(延）

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

       260.0

         0.0

       260.0

         0.0

       260.0

         0.0

       470.0

         0.0

       750.0

         0.0

     1,100.0

         0.0

       790.0

         0.0

法定事務

■

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

387

活動指標

保健福祉部健康増進課

母子保健係

件



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

需用費　53千円
備品購入費　27千円

       4,331        4,300

維持

4

4

3

-

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

法令等により、市の実施が定められている。又は、今年度で事業が終了する。

         0.60          0.60

         0.00          0.00

有 有

       4,265        4,235

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

          66           65           80            0

          66           65           80            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　対象者が円滑に申請を行えるよう周知・案内を行っていくとともに、より社会情勢に対応した制度となるように対象と
する治療法の拡充など助成範囲を検討していく。

　社会情勢により対応した制度となるように、対象とする助
成範囲を検討していく必要がある。

・申請による助成金の交付
　助成額は１回の治療につき５万円を限度とする。
　助成回数は、年２回（初年度のみ３回)、　５年間助成す
　るが通算の回数は１人につき10回までとする。
※H26年度新規に助成をうける際の治療開始日の妻の年齢が
　39歳未満の場合は年度による回数の制限はなく通算６回ま
　で助成する。

　特定不妊治療を行う夫婦の経済的負担をより軽減し、希望
に寄り添うことができた。

・県担当者とも連携を図りながら、対象者に広く周知する。
・窓口や電話での問い合わせ等に適切に対応するとともに、
　申請者に対して速やかに助成を交付する。

・助成件数　実190件/延284件

継続

不妊治療費助成事業

職員のみ

01-040103-14 不妊治療助成に要する経費

       178.0

         0.0

       196.0

         0.0

       176.0

         0.0

       180.0

         0.0

       190.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

　不妊治療に要する費用の一部を助成し、不妊で悩む夫婦の
経済的負担の軽減を図るため。

助成金交付実人数

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

       180.0

         0.0

       190.0

         0.0

       200.0

         0.0

       210.0

         0.0

任意的事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

388

活動指標

14

Ⅱ 1 (1) 子育て環境の整備

保健福祉部健康増進課

母子保健係

人



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

需用費　35千円
扶助費　13,650千円

      14,504       16,109

維持

5

4

2

2

十分に高く、今後も増加が見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         0.30          0.30

         0.00         16.50

無 無

       2,133        2,159

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

      12,371       13,950       13,685            0

      12,371       13,950       13,685            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　保健センターと情報を共有化し、退院後速やかな家庭訪問に繋げる。

　保健センターと情報を共有化し、退院後速やかに家庭訪問
を行う必要がある。

・出生後速やかに適切な処置を講ずる必要があることから、
　指定養育医療機関において、必要な医療の給付を受けるこ
　とができるように、養育医療申請に対し速やかに審査等を
　行い給付の決定をし医療券を交付する。

　養育医療券を交付することで、保護者の経済的負担を軽く
し、児に対して必要な医療を提供することができた。
　また、不安に寄り添いながら、退院後の家庭訪問等で、状
況を把握し継続支援につなげることができた。

・申請の受付及び審査を行い、養育医療券を交付する。
・扶養義務者から、つくば市養育医療給付に関する規則の規
　定による額を徴収する。
・台帳等を整備し、給付の状況を明確にし管理する。
・母子健康手帳交付時など機会あるごとに、早産にならない
　ように保健指導を行う。

・妊娠届出時保健指導2,342件
・養育医療券交付数：34人
・医療券の交付及び負担金の徴収なども滞りなく実施した。

継続

養育医療給付事業

一部委託

01-040103-15 養育医療給付に要する経費

        53.0

         0.0

        38.0

         0.0

        43.0

         0.0

        45.0

         0.0

        34.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

母子保健法

　未熟児に対し、生後速やかに必要な医療の給付を行い、保
護者の経済的な負担を軽減するため。

養育医療券交付者数

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

法定事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

389

活動指標

保健福祉部健康増進課

母子保健係

人



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

役務費　12千円
扶助費　12,395千円

      15,310       13,186

拡充

4

4

3

-

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

法令等により、市の実施が定められている。又は、今年度で事業が終了する。

         0.50          0.50

        20.00         13.00

無 無

       3,605        3,562

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

　養育医療給付費が増加しているため

       4,259        3,898        4,834            0

       2,129        1,903        2,417            0

           0            0            0            0

       2,433        2,012        2,726            0

       2,884        1,811        2,430            0

      11,705        9,624       12,407            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　自殺対策計画策定公表後は計画実施の進捗管理をしていく。
　一般市民向けゲートキーパー研修について、7年間で1000人を目標に実施する。
　自殺対策予防講座を開催し、市民や職員向けに自殺予防に関する啓発とゲートキーパー研修を実施する。
　自殺対策に関する有識者会議を開催する。自殺者ゼロを目指していく。

　メンタルヘルスチェックシステム「こころの体温計」の利
用者数をさらに増加させていく必要がある。

・こころの健康相談事業：精神科医師による面接相談を年12
　回実施
・保健師等による面接相談・電話相談・家庭訪問を随時実施
・自殺予防週間（９月）、自殺対策強化月間（３月）にあわ
　せて、自殺対策についての普及啓発及びゲートキーパー養
　成講座、メンタルヘルスチェックができる「こころの体温
　計」システムの提供を行う。

　精神科医や精神保健福祉士の相談、保健師等による相談を
受けることにより、不安定な状態が改善し、また、医療が必
要な方に対し、適切な医療につながったと考える。H29年自
殺死亡者数36人に比べH30年は自殺死亡者数19人と17人減少
した。（自殺統計より。）
　有識者等から自殺対策計画素案について意見を受けた。

・こころの健康相談事業～医師相談（12回）
・障害福祉課臨床心理士、精神保健福祉士随時相談実施
・保健師等による面接相談、電話相談、家庭訪問の実施
・ゲートキーパー養成講座の実施
・「こころの体温計」の実施
・自殺予防週間、月間の市報啓発記事掲載、啓発チラシ配布
　自殺予防啓発街頭キャンペーン実施、
・中学校入学説明会での啓発チラシ配布
・自殺対策推進計画策定に向けた準備

・医師相談12回、精神保健福祉士相談1回（相談人数21人）
・保健師等による面接相談(実41/延57人、電話相談延166人)
・家庭訪問（実17/延36人）、「こころの体温計」(68150件)
・ゲートキーパー養成講座９回（259人）
・看護、保健師学生向け自殺予防講話実施（43人）
・街頭キャンペーン（1600人）
・９月自殺予防週間・３月自殺防止月間啓発（1400人）
・小中学校入学説明会、成人式等での啓発チラシ配布
・自殺対策推進計画素案作成、協議会での審議

継続

こころの相談事業

一部委託

01-040104-14 精神保健に要する経費

       219.0

         0.0

       217.0

         0.0

       246.0

         0.0

       326.0

         0.0

       280.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

自殺対策基本法

つくば市健康増進計画

　精神的に悩みを持つ本人、家族に対し相談を行い精神的健
康状態が維持できるよう支援する。
　すべての市民が自殺を身近な問題として捉え、こころの健
康や自殺についての正しい知識を深めることで自殺の減少に
努める。

相談人数

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

       300.0

         0.0

       300.0

         0.0

       300.0

         0.0

       300.0

         0.0

       300.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

法定事務

■

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

395

活動指標

保健福祉部健康増進課

成人保健係

人



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

報償費　25千円　旅費　6千円　　需用費　1094千円
役務費　26千円　　委託料　497千円　負担金　142千円

       8,542       15,481

維持

3

4

3

-

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

法令等により、市の実施が定められている。又は、今年度で事業が終了する。

         1.00          2.00

         0.00          0.00

無 無

       7,107       14,114

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

         465          459          486            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

         970          908        1,304            0

       1,435        1,367        1,790            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　医療機関、関係部署(障害福祉課等)、保健所及び警察等との速やかな連携を実施する。

　保護者がいない者への医療保護入院を行うために、医療機
関、関係部署(障害福祉課等)、保健所及び警察等との速やか
な連携が必要となる。

・医療保護入院が必要な案件が発生した場合、市長同意の医
　療保護入院手続きを速やかに行い、対象者に適切な治療を
　受けさせる。

　医療保護入院に市長同意をすることにより、患者に合わせ
た必要な治療につなぐことができた。

・医療機関から医療保護入院に関する依頼があったものにつ
　いて、医療保護入院手続きを速やかに実施する。

・６名の医療保護入院に対して市長同意を実施
　現在15名が医療保護入院中

継続

医療保護入院に関する業務

職員のみ

01-040104-14 精神保健に要する経費

        10.0

         0.0

         6.0

         0.0

         3.0

         0.0

         2.0

         0.0

         6.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

　精神疾患により医療保護入院が必要になった際、保護者が
いない方が入院する場合は、市長が保護者となり入院の同意
をすることで、適切な治療が行えるようにする。

医療保護入院の手続き人数

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

法定事務

■

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

396

活動指標

保健福祉部健康増進課

成人保健係

人



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

事業費なし

         711          706

維持

3

4

3

-

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

法令等により、市の実施が定められている。又は、今年度で事業が終了する。

         0.10          0.10

         0.00          0.00

無 無

         711          706

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　年度を通して、維持管理に必要な保守点検委託や不良箇所の修繕工事を行う。

　施設の老朽化に伴い、施設の修繕・維持管理を計画的に行
う必要がある。

・保健センターに係る保守点検委託及び保健センター内の修
　繕及び修繕工事を行う。

　保健センターについて、市民の利用環境の維持・向上を図
ることできた。

・年度を通して、維持管理に必要な保守点検委託や不良箇所
　の修繕工事を行う。

・保守点検業務
　電気保安１件（茎崎）、消防設備点検２件（谷田部・桜・
　豊里・茎崎）、空調２件（茎崎・桜・豊里）、清掃１件
　（谷田部・桜・豊里・茎崎）、飲料水２件（谷田部・茎崎
　）、自動ドア保守１件（谷田部・桜・豊里・茎崎）、非常
　通報装置検査１件（谷田部・桜・豊里・茎崎）、植栽２件
　（谷田部・茎崎・桜・大穂）
　その他施設修繕工事22件

継続

保健センター施設管理事務

一部委託

01-040106-11 保健センター管理に要する経費

        22.0

         0.0

        15.0

         0.0

        31.0

         0.0

        32.0

         0.0

        34.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

　施設の整備及び管理をし、市民が安全に保健センターを利
用できるようにする。

施設保守点検管理委託数

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

        30.0

         0.0

        15.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

任意的事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

397

活動指標

保健福祉部健康増進課

健康総務係

件



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

・需用費（10,923千円）：光熱水費（4,960千円）、施設修繕料（3,926千円）等
・役務費（1,742千円）：電話料（1,439千円）、手数料（241千円）等
・委託料（10,011千円）：清掃委託料（5,687千円）、空調機器保守点検委託料（1,193千円）等
・使用料及び賃借料（906千円）：ＡＥＤ賃借料（556千円）、複写機賃借料（250千円）等
・工事請負費（1,956千円）：大穂ＨＣ空調設備設置工事（1,124千円）等
・備品購入費（236千円）：茎崎ＨＣ全自動血圧計

      23,765       53,464

維持

3

4

2

2

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         1.00          0.40

        30.00         80.00

無 無

       7,183        3,022

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

          81          107          106            0

      16,501       50,335       29,332            0

      16,582       50,442       29,438            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　積極的支援特定保健指導対象者が継続して取り組めるよう個別支援援計画を工夫し実施率を上げていく。
　集団健診時に特定保健指導が該当になる可能性高い対象者へ利用案内を強化する

　積極的支援特定保健指導の初回面接利用者のうち約３か月
後の評価まで継続して取り組めない人がいることから、個別
支援計画を工夫する必要がある。
　さらに、目標達成者がモチベーションを維持できるように
次年度の支援内容を緩和するなどの対応が必要である。

・健診結果個別相談(初回面接)
・支援レター（栄養、運動に関する情報提供）
・個別支援（電話、面接、手紙）
・３か月後評価
・アウトソーシング紹介

　医療機関健診受診者に対する動機付け支援特定保健指導
及び集団健診受診者の積極的支援特定保健指導を開始し
メタボリックシンドロームの改善を推進できた。
　検査値が高い者には受診勧奨を優先的に行うなど健診
結果に応じて必要な支援を実施することができた。

・現行の動機付け支援に加え、積極的支援対象者に、
　保健センターでの支援を開始する。３か月以上の
　継続支援を実施し、評価を行う。
・集団健診時の初回面接分割実施の検討・準備を行う。

・集団健診時に特定保健指導を案内（47日間2742人）
・特定保健指導の実施（59日間訪問含）
　動機づけ支援（利用率47.8％　実施率41.7％）
　積極的支援（利用率35.5％　実施率12.5％）
・特定保健指導未予約者への利用勧奨
　動機づけ支援対象者（電話436回、訪問21人）
　積極的支援対象者（電話167回、訪問９人）

継続

特定保健指導に関する業務　（事業主管課：国民健康保険課）

一部委託

02-050101-12 特定健診事業に要する経費

       400.0

         0.0

       400.0

         0.0

       419.0

         0.0

       374.0

         0.0

        41.7

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

高齢者の医療確保に関する法律、国民健康保険法

つくば市特定健康診査等実施計画

　特定健診受診者のうち対象者へ、内臓脂肪肥満に着目した
保健指導を行うことにより、対象者が自らの生活習慣におけ
る課題を認識し、行動変容と自己管理を行い糖尿病等の生活
習慣病を予防することを目的とする。

つくば市特定健康診査等実施計画（第3期平成30年度～平成35年度）の達成目標
（平成29年度までは利用者数を指標としている）

集団健診における特定保健指導実施率（動機づけ支援）

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

       500.0

         0.0

       500.0

         0.0

       500.0

         0.0

       500.0

         0.0

        43.0

         0.0

        45.5

         0.0

        50.0

         0.0

法定事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

399

活動指標

保健福祉部健康増進課

成人保健係

％



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

賃金2,761千円　需用費500千円　役務費282千円　委託料2,248千円

      15,849       12,415

維持

4

4

3

-

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

法令等により、市の実施が定められている。又は、今年度で事業が終了する。

         1.10          1.00

         0.00          0.00

有 有

       7,818        7,057

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

       8,031        5,358        5,791            0

       8,031        5,358        5,791            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　市民向けの説明会やアンケートを実施し、利用しやすい教室の体制を検討する。
　自主活動支援では、活動のための補助金制度について検討する。

　地区によって、利用団体数に偏りがある。
　また、市民が利用しやすい教室や自主活動の体制を整える
必要がある。

・多世代交流出前教室
　地区の集会所や研修センター等に出向き、健康講話や体操
　などを実施する。
・企業連携・企画教室
　企業と連携し、企業が提供した会場や市の施設で公募によ
　り、健康講話や体操などの教室を実施する。
※「健幸長寿日本一をつくばから」関連事業

　多世代交流出前教室では８団体の新規申込みがあった。自
主活動支援では、５月と10月に説明会を開催し、６団体が体
験会につながった。その中で１団体が自主活動を開始した。
　電話ヒアリング調査で実態把握ができた。

・多世代交流出前教室の開催
　（ボランティア協力を得ながら）
・自主活動支援
・事業啓発
・予防事業に参加している方の医療費分析を行う

・多世代交流出前教室
　利用団体数46団体　実施回数358回　参加実人数886人　参
　加延人数3,447人
・自主活動支援
　体験会実施回数　14回　延人数　108人　電話ヒアリング
・事業啓発
　チラシ配布、HP掲載、他事業での啓発

継続

健康長寿推進事業

一部委託

01-040105-13 健康長寿推進に要する経費

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

     8,543.0

         0.0

     9,804.0

         0.0

     5,128.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

第３期つくば市健康増進計画「健康つくば21」

　若い世代からの生活習慣病予防・重症化予防に取り組み、
高齢者になっても住み慣れた地域で、健康でいきいきした生
活を送ることができるよう健康寿命を延ばし、地域に貢献す
る元気な高齢者を増やすとともに、世代間交流を通して地域
コミュニティの活性化を図る。
　健康なまちづくりの推進を強化して、介護保険給付費の抑
制と医療費の削減を図る。

教室参加延人数

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

     9,000.0

         0.0

     9,000.0

         0.0

     9,000.0

         0.0

     9,000.0

         0.0

任意的事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

400

活動指標

31-2

Ⅱ 1 (4) すべての世代の健康づくりと高齢者介護予

保健福祉部健康増進課

健康推進係

人



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

需要費　　　　　　　381千円
需用費　　　　　　1,197千円
役務費　　　　　　　168千円
委託料　　　　　　6,230千円
使用料及び賃借料　3,403千円

      27,790       20,019

維持

4

4

2

2

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         1.50          1.50

       240.00        128.00

有 有

      11,267       10,904

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

       3,029            0            0            0

      13,494        9,115       11,379            0

      16,523        9,115       11,379            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　施設利用数が増加するように、啓発を行う。

　より多くの市民に利用していただけるように、啓発をして
いく必要がある。

・アリーナ貸出業務（施設使用料徴収事務を含む。）
・施設管理業務（維持管理を含む。）
・大学や専門学校からの体験実習生の受入等

　設備点検・清掃業務を年間を通して実施し、設備の安全な
管理につながった。
　アリーナ使用について、新規2団体の利用があった。

・アリーナ貸出業務(年間)
・消防設備点検業務(年間）
・電気保安業務（年間）
・清掃業務（年間）
・植栽維持管理業務（年２回）
・施設利用状況の把握、評価

・アリーナ貸出件数 369件　利用者数 10,716人
・消防設備点検業務(年間）
・電気保安業務（年間）
・清掃業務（年間）
・植栽維持管理業務：職員で対応
・施設利用状況の把握、評価
・施設利用案内啓発：パンフレット作成、市報掲載
・一般市民向け体力測定イベント開催：６回　147人参加

継続

いきいきプラザ運営管理事業

一部委託

01-040105-12 健康増進施設いきいきプラザ管理に要

     7,592.0

         0.0

     9,413.0

         0.0

    11,373.0

         0.0

    11,548.0

         0.0

    10,716.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

　市民が生涯を通じて健康を維持し、健康で豊かな生活をし
ていくため、運動を通じて基礎体力の向上を図る。

アリーナ利用者数

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

任意的事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

403

活動指標

保健福祉部健康増進課

健康推進係

人



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

需用費　　　　　2,855千円
役務費　　　　　　494千円
委託料　　　　　2,740千円
使用料及び賃借料　250千円

       8,379        8,816

維持

4

4

2

2

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         0.20          0.50

         0.00          0.00

有 有

       1,422        3,529

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

         834          537          507            0

       6,123        4,750        5,832            0

       6,957        5,287        6,339            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　１級指導士養成を県に要望する。

　３級指導士の増員を図るために養成講習会を毎年開催して
いるが、講習を担当する１級指導士の高齢化が進んでいる。

・介護予防を目的にシルバーリハビリ体操指導士が地域の団
　体に対し、出前体操教室を実施

　前年度より出前体操教室の申込が18団体増加したことによ
り、要介護状態になることが予防され､健康の保持増進に繋
がった。

・シルバーリハビリ体操指導士による出前体操教室の実施
・希望団体に対し体力測定の実施
・シルバーリハビリ体操指導士３級養成講座を実施。
・事業啓発

・出前体操教室
　団体数（174団体）、実施回数（3,096回）、
　実施実人数（2,360人）、参加延人数（27,505人）
・体力測定支援実施回数（160回）
・シルバーリハビリ体操指導士３級養成者（23名）
・チラシ地区回覧、配布、ホームページ掲載

継続

シルバーリハビリ体操指導士出前体操教室

一部委託

08-030201-15 シルバーリハビリ体操事業に要する経

    20,472.0

         0.0

    25,472.0

         0.0

    24,013.0

         0.0

    24,015.0

         0.0

    27,505.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

介護保険法

第３期つくば市健康増進計画「健康つくば21」

　年々高齢化率が高くなる中、高齢者が長く自立した生活を
営むことができるように、介護予防の教室を通して、自らの
健康を振り返り、運動習慣を身につけることに加え、要介護
予防、ねたきりや認知症を予防する。

参加延べ人数

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

任意的事務

Ⅰ 1 1 高齢者支援体制の整備

■

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

378

活動指標

31-2

Ⅱ 1 (4) すべての世代の健康づくりと高齢者介護予

保健福祉部健康増進課

健康推進係

人



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

報償費　　6,095千円
需用費　　　468千円
委託料　　　 12千円
平成31年度は08-030201-13　出前教室事業に要する経費に計上

       8,869       11,580

維持

3

4

2

2

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         0.10          0.30

         0.00          0.00

無 無

         711        2,118

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

       1,838        2,092            0            0

         918        1,183            0            0

           0            0            0            0

       2,977        3,737            0            0

       2,425        2,450            0            0

       8,158        9,462            0            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　新生児聴覚検査及び5歳児健診の実施に向けた検討を行う。

　集団健診の対象者の増加により、実施回数を増やす必要が
ある。
　子育ての困難感を持つ保護者や子どもが、安心して就学を
迎えることができるように、体制を整備する必要がある。

・妊婦一般健診：妊婦の健康管理及び疾病の早期発見、早期
　治療ができるように、妊婦健診受診券を交付する。
・産婦健康診査：産後うつの早期発見など産後の初期の段階
　における母子支援を強化するため、産婦健診受診券を交付
・乳児一般健診：乳児の健康管理の向上を図るとともに、育
　児不安の軽減のために乳児健診受診券を交付
・１歳６か月健診・３歳健診
・２歳歯科検診：歯科医院での個別健診

　産婦健康診査が始まったことで、要支援産婦を早期に発見
し、産後ケア事業や家庭訪問等の早期介入が可能となった。
　また、２歳歯科検診対象者に個人通知を送付したことで、
受診率が昨年度に比べ13.2％上がった。３歳健診では、精神
発達面での遅れがある児童に臨床心理士相談を行い、発達相
談や療育等の継続支援にスムーズにつなげることができた。

・関係部署と連携をしながら、健診未受診者の把握を行う。
・２歳歯科検診の受診率をあげるため、個人通知を行う。
・３歳健診に臨床心理士をスタッフに加え、精神発達面のフ
　ォローの充実を図る。
・他市町村の情報収集や関係部署（こども部・教育局等）と
　協力し、検討を行う。
・産婦の健康管理、産後うつの予防等を目的に、産婦健康診
　査費用の一部助成を行う。

・１歳６か月及び３才健診未受診者への働きかけについて、
　家庭児童相談室及び障害福祉課と検討を行った。
・妊婦一般健康診査：延23,480人
・産婦健康診査：延2,972人
・乳児一般健診：延3,865人（2月実施分まで）
・１歳６か月歳健診：年間40回　2,316人（受診率97.3％）
・２歳歯科検診：1,591人（受診率64.9％）
・３歳健診：年間34回　1,662人（受診率101.2％）
・心理相談：72人

継続

母子健康診査事業

一部委託

01-040103-11 母子健康診査に要する経費

        94.7

        95.6

        95.2

        95.0

        96.2

        95.6

        95.9

        96.1

        97.3

       101.2

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

母子保健法

つくば市子ども・子育て支援プラン

　各種健診を行うことで、疾病や心身の異常を早期に発見す
る。
　生活習慣や育児に関する情報提供及び相談を行うことで、
育児支援を図る。

１歳６か月健診受診率

３歳健診受診率

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

        95.0

        95.0

        95.0

        95.0

        95.0

        95.0

        95.0

        95.0

        95.0

        95.0

        95.0

        95.0

        95.0

        95.0

法定事務

Ⅰ 1 2 子育て環境の整備

■

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

383

成果指標

成果指標

保健福祉部健康増進課

母子保健係

％

％



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

委託料　　246,271千円
扶助費　　　7,929千円
役務費　　　3,709千円
需用費　　　1,444千円

     284,138      287,239

拡充

4

4

3

-

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

法令等により、市の実施が定められている。又は、今年度で事業が終了する。

         4.90          5.20

       290.00        421.95

有 有

      35,557       37,745

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

産婦健診受診者増のため

       1,476        9,000       10,800            0

       1,476            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

     245,629      240,494      249,083            0

     248,581      249,494      259,883            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　引き続き出生届出時に、保健サービス登録票を提出いただき、ニーズの高い産後１か月前後から２か月までの時期にあ
かちゃん訪問が実施できるよう調整する。

　産後うつ疑いや精神疾患等の既往歴をもつ産婦や低出生体
重児等の継続的な支援を必要とするケースも多く、地区担当
保健師と養育支援訪問担当者（臨時）との連携や同行訪問の
の実施が必要である。

・母子健康手帳交付時に「保健サービス登録票（兼低体重児
　出生届）」を配付する。
・出生後に保健サービス登録票を提出した方に対して電話連
　絡のうえ、早期に家庭訪問を行う。登録票の提出のない方
　に対しては概ね生後４か月までに対応する。
・訪問報告会（事例検討やスタッフ間の情報交換・研修等）
　を実施する。

　保健サービス登録票や医療機関から連絡のあった産婦に対
して、切れ目なく関わり継続的な支援を実施することができ
た。
　幼児保育課、医療年金課等と連携し未訪問者の状況を把握
することができた。

・保健サービス登録票、産後健診結果をもとにあかちゃん訪
　問を実施し対象者の状況や月齢にあった支援を行う。
・保健サービス登録票の未提出者について電話・訪問で対応
　する。
・要支援妊産婦（高齢妊娠・シングルマザー・精神疾患等）
　は経過を踏まえ切れ目なく支援を行う。
・低出生体重児等は，必要に応じて継続支援を行う。
・報告会を開催し、スタッフ間の情報交換を実施する。
・庁内他部署と連携し未訪問者の状況を把握する。

・あかちゃん訪問実施数　2,230人
・他市町村依頼（里帰り中）　47人
（あかちゃん訪問対象数　2,323人　総実施数2,277人）
・居住不明によりこども政策課、医療年金課への照会依頼し
　状況把握　４人
・あかちゃん訪問実施率　98.0％
・訪問報告会　２回開催

継続

あかちゃん訪問事業

職員のみ

01-040103-13 母子健康訪問・相談に要する経費

        98.3

         0.0

        98.1

         0.0

        98.0

         0.0

        98.3

         0.0

        98.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

母子保健法、児童福祉法

つくば市子ども・子育て支援プラン

　新生児・乳児期に家庭を訪問することにより、異常を早期
に発見し適切な治療等に結びつける。また、子育て支援に関
する情報提供等を行うとともに、親子の心身の状況や養育環
境の把握及び助言を行う。
　支援の必要な家庭に対しては適切なサービス提供に結びつ
けることにより、子どもの健やかな育成を図る。

あかちゃん訪問実施率

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

        98.0

         0.0

        98.0

         0.0

        98.0

         0.0

        98.0

         0.0

        98.0

         0.0

        98.0

         0.0

        98.0

         0.0

法定事務

Ⅰ 1 2 子育て環境の整備

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

385

活動指標

保健福祉部健康増進課

母子保健係

％



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

需用費　431千円
役務費　89千円
使用料及び賃借料　39千円
備品購入費　342千円

      18,010       17,806

維持

3

4

3

-

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

法令等により、市の実施が定められている。又は、今年度で事業が終了する。

         2.40          2.40

         0.00          0.00

有 有

      17,057       16,937

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

         953          869          902            0

         953          869          902            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　集団検診のみで実施している「肺がん検診」を医療機関検診で実施できるよう医師会に働きかけ、肺がん検診準備委員
会設置ができるようにする。

　受診率向上のためには、集団検診のみで実施している「肺
がん検診」を医療機関で実施する必要がある。
　集団検診の申込方法を電話申込以外の方法も検討する必要
がある。

・胃がん検診、大腸がん検診、肺がん検診、前立腺がん検診
　肝炎ウイルス検診、乳がん検診、子宮がん検診、骨粗しょ
　う症検診、基本健診、成人歯科検診の実施
・受診方法：集団及び個別(医療機関)検診の２種類
・国県補助事業
　新たなステージに入ったがん検診の総合支援事業
　健康増進事業
　茨城県市町村がん検診受診率向上事業

受診者数（集団＋医療機関）　速報値
胃がん4,430人、肺（結核）15,029人、大腸がん11,458人
前立腺がん5,707人、肝炎1,648人、子宮がん10,856人
乳がん11,065人、基本健診2,569人、骨粗しょう症検診412人
成人歯科716人

４～２月（一部６～２月）　医療機関検診（大腸がん、前立
　腺がん、結核、肝炎、子宮がん、乳がん）
４～６、10、11月　集団検診（胃がん、肺がん（結核含）、
　大腸がん、前立腺がん、肝炎）
８月　骨粗しょう症検診
９月　基本健診
９～２月　レディース検診（子宮がん、乳がん）
６～11月　集団検診申込（コールセンター方式）
４～３月　胃内視鏡検診準備委員会の開催

４～２月（一部６～２月）　医療機関検診（大腸がん、前立
　腺がん、結核、肝炎、子宮がん、乳がん）
４～６、10、11、12月　集団検診（胃がん、肺がん（結核含
　）、大腸がん、前立腺がん、肝炎）
８月　骨粗しょう症検診
９月　基本健診
９～２月　レディース検診（子宮がん、乳がん）
６～11月　集団検診申込（コールセンター方式）
４～３月　胃がん内視鏡検診準備委員会の開催

継続

健（検）診事業

全て委託

01-040104-11 健診事業に要する経費

         9.4

         0.0

         9.7

         0.0

         9.2

         0.0

         9.1

         0.0

         9.2

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

健康増進法　等

健康増進計画「健康つくば21」

　市民が生涯にわたり健康な生活をおくることができるよう
に、病気の早期発見・早期治療体制の充実を図る。

受診率算定式：40歳以上の受診人数/40歳以上の市の人口

大腸がん検診受診率

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

        10.0

         0.0

        10.0

         0.0

        10.0

         0.0

        10.0

         0.0

        10.0

         0.0

        10.0

         0.0

        10.0

         0.0

法定事務
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□

□
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企画・立案、計画

実行

評価・検証

390

成果指標

Ⅱ 1 (4) すべての世代の健康づくりと高齢者介護予

保健福祉部健康増進課

成人保健係

％



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

賃金　2,044千円
報償費　910千円
旅費　12千円
需用費　9,844千円
役務費　21,363千円
委託料　244,319千円
備品購入費　3,456千円
補助金　6千円

     305,635      278,320

拡充

3

4

3

-

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

法令等により、市の実施が定められている。又は、今年度で事業が終了する。

         6.80          4.50

       800.00        800.00

有 有

      50,347       33,743

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

　新規事業である「胃がん内視鏡検診」の実施があるため。

       8,553        7,483        8,500            0

       8,096       11,340        8,995            0

           0            0            0            0

      20,258       19,175       20,358            0

     218,381      206,579      244,101            0

     255,288      244,577      281,954            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　対象年齢を引き下げ、対象者を増やすことにより、子育て世代の親子の申込み数を増やす。
　県の健康アプリ事業の動向を調べ、市の事業との調整を図る。

　申込者の年齢層に幅があるため、申込み数を増やす必要が
ある。
　県でも同様の健康アプリ事業が始まるため、調整が必要で
ある。

・ポイント制を導入。運動、食事、歯に関する３つの健康目
　標をたて４週間実践。健診や社会参加、お友達紹介等で獲
　得したポイントを合計し50ポイント以上貯まったら応募す
　る。
・応募者を対象とした抽選を実施し、当選者に対して企業提
　供と市提供の賞品を贈呈する。
・50ポイント以上達成した方に達成記念品を贈呈する。

　申込み人数が655人から1,002人になり、347人増加した。
　連携企業数が14企業から26企業になり、12企業増加した。

５～６月　Webサイト作成
　　　　　　チラシ・ポスター作成
７月　ポスター・チラシ配布開始
　　　　（医療機関，交流センター，窓口センター）
　　　 協賛企業訪問
８月～１月　健（検）診，イベント等でのチラシ配布
９月　応募受付開始，市報記事掲載
１月　市報記事掲載
２月～３月　抽選会・達成記念品・景品発送

５～６月　Webサイト作成
　　　　　　チラシ・ポスター作成
７月　ポスター・チラシ配布開始
　　　　（医療機関，交流センター，窓口センター）
　　　 協賛企業訪問
８月～１月　健（検）診，イベント等でのチラシ配布
９月　応募受付開始，市報記事掲載
１月　市報記事掲載
２月～３月　抽選会・達成記念品・景品発送

継続

つくば健康マイレージ事業

職員のみ

01-040104-12 健康教育に要する経費

     1,429.0

         0.0

     1,782.0

         0.0

       429.0

         0.0

       655.0

         0.0

     1,002.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

つくば市健康増進計画

　市民一人ひとりの主体的な健康づくりを応援し、市全体の
健康意識を高める。

応募者数

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

     1,300.0

         0.0

     2,000.0

         0.0

     2,500.0

         0.0

     2,500.0

         0.0

     2,500.0

         0.0

     2,500.0

         0.0

     2,500.0

         0.0

任意的事務
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□

□

□

共有、理解
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活動指標

保健福祉部健康増進課

成人保健係

人



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

需用費1,294千円　役務費　496千円

       8,255        8,318

維持

3

3

2

2

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

やや遅れたが、今年度の実施計画を達成した。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         1.00          1.00

         0.00          0.00

無 有

       7,107        7,057

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

       1,148        1,261        1,790            0

       1,148        1,261        1,790            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　糖尿病予防、重症化予防及び高脂血症予防を中心に、ポピュレーションアプローチ、ハイリスクアプローチの目的や対
象を明確にし、健康アップ教室、ヘルシー教室を開催する。
　また、基本健診時相談で、重点指導対象者を拡大し、若い世代の関わりを充実させる。

　市民の関心度等を考慮し、教室等の形態、内容を整理する
必要がある。
　また、若い世代の健康を支援する機会を検討する必要があ
る。

・糖尿病、脂質異常、高血圧予防をテーマに健康教室を開
　催
・交流センター、地区の集会所、研修センター等の希望する
　場所に出向き、健康講話、健康相談、栄養相談実施
・乳幼児健診及び大人の集団健診会場において乳がん、骨粗
　鬆症、禁煙、歯周病予防のチラシの配布やミニ講話を実施
・各種検診
・予防接種予定表「ライフプランすこやか」の配布

　普及啓発事業は、健診・教育事業時に幅広い年代に関わり
健康意識の向上が図られた。
　つくば市医師会と協働する市民公開講座では、糖尿病をテ
ーマとし、市民の関心の高さがうかがえた。その一方、健康
アップ教室では、参加しやすく、また健診の事後支援の場に
なるよう変更するも参加者の減少と年齢の偏りがみられた。

年間を通して各種教室・啓発を実施する。
・健康アップ教室16回
・普及啓発事業　通年
・市民公開講座　１回(つくば市医師会主催)
・広報への健康に関する記事掲載
・年間健診、予防接種予定表「ライフプランすこやか」配布

・健康アップ教室　17回（130人）
・普及啓発(禁煙、歯周病、骨粗鬆症、乳がん予防）
　45,930人
・市民公開講座　１回（87人）
・広報つくば掲載のほか、イベントでの歯周病予防及び歯科
　検診の啓発
・「ライフプランすこやか」配布（各戸配布他、市役所、窓
　口センター、交流センター）

継続

生活習慣病予防教育事業

職員のみ

01-040104-12 健康教育に要する経費

    39,102.0

         0.0

    28,642.0

         0.0

    49,249.0

         0.0

    39,182.0

         0.0

    45,930.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

つくば市健康増進計画

　健康管理に関する自己管理能力を支援し、生活習慣病の予
防及び生活習慣病患者の増加を防ぐため、知識の普及と情報
の提供により健康意識を高める。

参加者数

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

    16,260.0

         0.0

    40,000.0

         0.0

    40,000.0

         0.0

    50,000.0

         0.0

    50,000.0

         0.0

    50,000.0

         0.0

    50,000.0

         0.0

任意的事務

Ⅰ 1 5 健康づくりの推進

■

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証
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活動指標

Ⅱ 1 (4) すべての世代の健康づくりと高齢者介護予

保健福祉部健康増進課

成人保健係

人



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

旅費　12千円
需用費　3,860千円
役務費　244千円
負担金　37千円

      13,353       14,326

維持

4

4

2

2

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         1.50          1.40

         0.00          0.00

無 無

      10,661        9,880

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

         354          200          200            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

       2,338        4,246        3,953            0

       2,692        4,446        4,153            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　調理講習会や食育普及事業において、食生活改善推進員についての周知方法を検討する。

　食に興味関心を持ち、食生活改善推進員養成講座の受講を
希望するものを増加させる方法を検討する必要がある。

・食生活改善推進員の養成
・地区組織活動の推進
・食育普及活動

　食生活改善推進員の養成・育成を行い、活動の活性化を推
進できた。
　市民へ食育指導を行い、食知識を普及することができた。

・新会員養成講習会を10月～２月に延べ５日実施
・イベントでのチラシ配布
・健幸長寿日本一をつくばから事業と連携した活動50回、成
　人事業での活動80回、母子事業での活動50回、高齢者事業
　での活動55回

・10月～２月、５日間の食生活改善推進員養成講習会開催
　新規会員10名　養成講習会修了
・つくばフェスティバル、つくば健康フェスタでチラシ配布
・健幸長寿日本一をつくばから事業と連携した活動36回、成
　人事業での活動74回、母子事業での活動69回、高齢者事業
　での活動53回

継続

栄養改善事業

一部委託

01-040105-14 栄養改善事業に要する経費

        11.0

       231.0

        25.0

       250.0

        17.0

       246.0

        14.0

       199.0

        12.0

       235.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

つくば市食育推進計画、第３期つくば市健康増進計画
 「健康つくば21」

　「市民が、食に関するさまざまな知識と食を選択する能力
を身につけ、生涯にわたって健全な食生活の実現を図る」こ
とができるようにその担い手となる食生活改善推進員の増員
を図り、健康づくりの推進を実践する。

食生活改善推進員養成講習会において必要単位を取得した者の人数

食生活改善推進員養成修了者数

食生活改善推進員活動回数

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

        10.0

       235.0

        20.0

       235.0

        20.0

       235.0

        20.0

       235.0

        20.0

       235.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

任意的事務

Ⅰ 1 5 健康づくりの推進

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

393

活動指標

活動指標

Ⅱ 1 (4) すべての世代の健康づくりと高齢者介護予

保健福祉部健康増進課

健康推進係

人

回



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

報償費　　　　　　　　34千円
旅費　　　　　　　　　30千円
需用費　　　　　　　 304千円
役務費　　　　　　　　13千円
委託料　　　　　　 1,854千円
負担金補助及び交付金　20千円

      20,211       16,421

維持

3

4

2

2

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         2.00          2.00

        30.00         80.00

有 有

      14,290       14,313

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

食生活改善推進員が、地域住民に対して食育指導を行った回数

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

          30           17           30            0

       5,891        2,091        2,225            0

       5,921        2,108        2,255            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　ハイリスク者を優先し、電話や訪問にて生活習慣改善のための保健指導、事業案内を行う。
　前年度に把握した状況や過去の検査データ等を活用し、経年的で個人に沿った受診勧奨や保健指導を行う。
　医療機関と連携した保健指導を試行実施したうえで、本格実施について検討していく。

　検査高値のため医療機関を受診した方、又は自ら生活改善
を行った方へ電話等による聞き取りを行い、生活改善が十分
でない方に対して、保健指導を実施する必要がある。
　治療中断者へのアプローチを検討する必要がある。
　糖尿病重症化予防事業実施のため、スタッフの技能の向上
を図る必要がある。

・家庭訪問指導
・基本健診時相談
・成人健康相談：保健師、栄養士による個別健康相談
・特定健診時健康相談：集団健診時、会場において健康相談
　を実施する。

　特定健診実施日数が増加したこともあり、健診時相談数が
増加した。また、成人健康相談が、特定保健指導の継続支援
として機能し増加した。それにより、個人の健康意識の向上
が図られた。
　医師会と協議を重ね、特に糖尿病重症化予防の取組が前進
した。

・基本健診、特定健診時において健康相談を実施する。
・生活習慣改善レベル者については、通知等で相談や教室参
　加への情報提供を実施する。
・検査高値者については、訪問・電話・通知等で受診勧奨す
　るとともに、面接相談や教室参加等の勧奨を実施する。
・定期的に各保健センターにおいて健康相談を開催する。

・成人訪問(緊急）37人、基本健診時相談12回（2381人）
・特定健診時相談47回（2759人）
・成人健康相談558人 一般445人 特定保健指導該当者113人
・生活習慣改善レベル者への情報提供通知（414人）
・検査高値者の受診勧奨通知(426人、電話195人、訪問62人)
　医師会と共同し受診勧奨チラシ作成
・糖尿病重症化予防事業通知(228人、電話108人、訪問27人)
　医師会への事業説明、試行事業準備のため医療機関で
　の実習、保健指導マニュアル作成、対象者への情報収集

継続

生活習慣病予防相談事業

職員のみ

01-040104-13 健康相談に要する経費

     3,150.0

         0.0

     3,001.0

         0.0

     4,844.0

         0.0

     5,000.0

         0.0

     6,803.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

つくば市健康増進計画

　健診受診者が健康に関する問題を総合的に把握し、健康の
保持増進を図る。
　食事や運動、休養など日常生活を振り返り見直すことで生
活習慣の予防と悪化を防ぎ、健康増進を図る。

健康相談利用者数

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

任意的事務

Ⅰ 1 5 健康づくりの推進

■

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

394

活動指標

Ⅱ 1 (4) すべての世代の健康づくりと高齢者介護予

保健福祉部健康増進課

成人保健係

人



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

需用費　264千円
役務費　159千円

      14,459       14,306

維持

4

4

2

2

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         2.00          2.00

         0.00          0.00

有 有

      14,214       14,114

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0          166          166            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

         245           26          257            0

         245          192          423            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　引き続き産婦人科開設支援事業助成金の周知を図り産科環境の充実を図るほか、寄附講座の内容についても検討してい
く。

　バースセンター広報周知が継続的に必要である。
　産婦人科施設開設支援事業助成金の周知が継続的に必要で
ある。

・H25年９月、筑波大学との連携によるつくば市バースセン
　ター及びつくば市寄附講座を開設
・市民の出産の場を安定的に確保する。
・バースセンター設置の効果等について評価委員懇話会を設
　置し、検証を行う。

　産婦人科施設開設支援事業助成金の条例、施行規則の改正
により出産環境整備の更なる充実を図ることができた。
　また、寄附講座状況報告会、バースセンターに関する懇話
会を行い、寄附講座、バースセンターについての理解が得ら
れた。

・10月　つくば市バースセンター評価委員懇話会開催
　バースセンターの認知度向上及び市民の利用促進を図るた
　め、市報掲載、母子手帳交付時にバースセンターのチラシ
　を配布
・毎月、あかちゃん訪問時に出産場所等に関する市民アンケ
　ート調査を実施
・産婦人科施設開設支援事業助成金の周知を図る。

・バースセンターの認知度向上及び市民の利用促進を図るた
　め、母子手帳交付時にバースセンターのチラシ配布
・あかちゃん訪問時に出産場所等に関するアンケート調査を
　実施し、現状把握を行った。
・H30年度開始の産婦人科施設開設支援事業助成金の条例及
　び施行規則の交付対象施設に助産所を加える改正
・１月23日　寄附講座状況報告
・２月25日　バースセンターに関する懇話会開催

継続

周産期医療体制の整備事業

職員のみ

01-040101-15 医療環境整備に要する経費

        48.0

         0.0

       119.0

         0.0

       114.0

         0.0

       119.0

         0.0

       111.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

　だれもが安心して子どもを産み育てられる環境づくりを推
進することを目的とする。

※周産期とは
　妊娠後期（妊娠22週）から出産直後（生後７日未満）まで
　の時期をいう。この時期の健康を産科と小児科が協力して
　守ることを周産期医療という。

バースセンターの分娩数

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

        50.0

         0.0

        80.0

         0.0

       100.0

         0.0

       120.0

         0.0

       120.0

         0.0

       120.0

         0.0

       120.0

         0.0

任意的事務

Ⅰ 1 2 子育て環境の整備

■

□

■

■

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

398

活動指標

13

Ⅱ 1 (1) 子育て環境の整備

保健福祉部健康増進課

母子保健係

人



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

報償費　100千円
需用費　79千円
負担金補助及び交付金　50,000千円
寄附金　42,000千円

      45,820       47,449

維持

4

4

2

-

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

法令等により、市の実施が定められている。又は、今年度で事業が終了する。

         0.50          0.50

        10.00         22.50

無 無

       3,580        3,585

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

      42,000            0       50,000            0

         240       43,864       42,179            0

      42,240       43,864       92,179            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　自主活動支援では、活動のための補助金制度について検討する。
　運動普及推進員養成講座を開催し、若手会員を確保する。

　出前体操教室を実施していない地区に働きかけを行い、利
用を促していく。
　また、市民が利用しやすい教室や自主活動の体制を整えて
いく必要がある。
　運動普及推進員の高齢化に伴い、若手会員の確保が必要で
ある。

・多世代交流出前教室のうち、参加者が65歳以上のみの団体
　を出前体操教室とし、地区の集会所や研修センター等に出
　向き、健康講話（介護予防に関係する知識の普及・啓発な
　どを含む）や体操などの教室を実施する。
・運動普及推進員の活動支援、養成を行う。
※「健幸長寿日本一をつくばから」関連事業

　出前体操教室で31団体の新規申込みがあった。自主活動支
援では、５月と10月に説明会を開催し、12団体が体験会につ
ながった。その中で、１団体が自主活動を開始した。電話ヒ
アリング調査で、実態把握ができた。
　運動普及推進員継続講座を５回開催し、会員のスキルアッ
プを図ることができた。

・出前体操教室の開催（ボランティアの協力を得ながら）
・自主活動支援
・事業啓発
・運動普及推進員継続講座の開催

・出前体操教室
　利用団体数　83団体、実施回数　586回
　実人数　1,597人、延人数　6,151人
・自主活動推進
　体験会実施回数　25回、延人数　266人、電話ヒアリング
・事業啓発
　チラシ配布、ホームページ掲載、多事業での啓発
・運動普及推進員
　継続講座　実人数　100人　延べ人数　267人

継続

出前教室事業

一部委託

08-030201-13 出前教室事業に要する経費

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

     6,586.0

         0.0

     7,615.0

         0.0

     6,151.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

第３期つくば市健康増進計画「健康つくば21」

　高齢者になっても住み慣れた地域で、健康でいきいきした
生活を送ることができるように、健康寿命を延ばし、地域に
貢献する元気な高齢者を増やし、介護保険給付費の抑制と医
療費の削減を図る。

出前体操教室の延べ参加人数

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

     7,000.0

         0.0

     7,000.0

         0.0

     7,000.0

         0.0

     7,000.0

         0.0

任意的事務

Ⅰ 1 1 高齢者支援体制の整備

■

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

401

活動指標

31-2

Ⅱ 1 (4) すべての世代の健康づくりと高齢者介護予

保健福祉部健康増進課

健康推進係

人



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

賃金　　　9,573千円
報償費　　6,767千円
需用費　　2,022千円
役務費　　　140千円
委託料　　2,892千円
備品購入費　151千円
08-030201-15　シルバーリハビリ体操事業に要する経費を組込み

      41,269       19,112

維持

3

4

2

2

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         1.50          1.50

       240.00         60.00

有 有

      11,267       10,735

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

       7,500        1,852        4,777            0

       3,750        1,047        2,693            0

           0            0            0            0

      12,150        3,309        8,510            0

       6,602        2,169        5,565            0

      30,002        8,377       21,545            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　アクティブ運動教室を１コース追加する。
　つくばウォークの日の「地区ウォーク」を実施する運動普及推進員の人数を増やす。

　アクティブ運動教室の参加ニーズが高いため、コースの検
討等が必要である。
　地区でのウォークをより推進していく必要がある。

・40歳～64歳までの中高年齢者を対象とした運動教室
　※H30年度から、名称をアクティブ運動教室に変更
・つくばウォークの日健康づくり・介護予防及び運動習慣の
　普及として、毎月第一日曜日に実施する。

　アクティブ運動教室の参加者アンケートより、6割の人運
動意識が高まったと回答している。
　運動普及推進員が主体となって地区でのウォークを実施す
ることができた。

・40歳～64歳のいきいき運動教室の名称をアクティブ運動教
　室に変更
　１コース年間43回実施
・65歳～74歳のいきいき教室は３コース43回実施
　※いきいき・元気はつらつ運動教室事業に要する経費
・つくばウォークの日の開催
　イベント５回、地区活動６回実施

・アクティブ運動教室（40～64歳）（延）43回
　参加者人数：（実）52人/（延）1,464人
・つくばウォークの日
　参加者人数：（実）246人/（延）431人
・イベント５回、地区活動５回実施
　（６回予定であったが１回は暑さの為中止）

継続

運動推進事業

一部委託

01-040105-11 運動推進に要する経費

     4,046.0

         0.0

     4,324.0

         0.0

     4,212.0

         0.0

     3,966.0

         0.0

     1,464.0

       431.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

健康増進法

第３期つくば市健康増進計画「健康つくば21」

　中高年齢者の健康増進、体力改善や老化防止、生活習慣病
予防のための運動を通して、疾病予防や運動の習慣づけを目
指し、健康寿命を延伸する。

H30年から対象年齢区分及び名称変更　コース数変更をしているため、前年度の実績数と比較できない。
（いきいき運動教室：4コース：40～74歳）→（アクティブ運動教室：１コース：40～64歳に変更）

参加延べ人数

つくばウォークの日参加延べ人数

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

任意的事務

Ⅰ 1 1 高齢者支援体制の整備

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

402

活動指標

活動指標

31-2

Ⅱ 1 (4) すべての世代の健康づくりと高齢者介護予

保健福祉部健康増進課

健康推進係

人

人



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

報償費　　　372千円
旅費　　　　 44千円
需用費　　1,695千円
役務費　　 　60千円
委託料　　　693千円

       5,136        3,369

維持

3

4

2

2

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         0.20          0.30

         0.00         55.00

有 有

       1,422        2,255

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

         986          533          600            0

       2,728          581        2,145            0

       3,714        1,114        2,745            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　年間を通し、市報や地区回覧等で広報活動し、元気はつらつ運動教室（75歳以上）の参加者を増やす。

　元気はつらつ運動教室（75歳以上）の参加者が少ないコー
スがあり、高齢者の参加者を増やす。

・介護予防を目的とした対象年齢65歳以上の運動教室を実施
　する。

　元気はつらつ運動教室（75歳以上）は安全面の考慮のため
に、１コース増やし、運動強度や健康相談など、個々に合わ
せたきめ細やかな配慮をして運営できた。
　参加者アンケートより６割の人が、心身のよい変化感じて
いる。また体力測定の結果より、４年継続して運動した参加
者の６割が体力の維持向上している。

・安全性を考慮した上で、元気はつらつ運動教室（75歳以上
　）を３コースから４コースに、いきいき運動教室（65～74
　歳）３コースにし、各コース43回で実施する。
・定員に満たないコースに関しては、チラシや回覧などを活
　用し、積極的に周知活動を行う。

・元気はつらつ運動教室（75歳以上）
　４コース延171回
　参加者数：（実）127人/（延）4,133人
・いきいき運動教室（65～74歳）
　３コース延129回
　参加者数：（実）128人/（延）4,099人
・合計運動教室参加者数：（実）255人/（延）8,232人

継続

いきいき・元気はつらつ運動教室

一部委託

08-030201-14 いきいき・元気はつらつ運動教室事業

     5,022.0

         0.0

     6,147.0

         0.0

     6,752.0

         0.0

     7,149.0

         0.0

     8,232.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

平成14年度～

健康増進法、介護保険法

第３期つくば市健康増進計画「健康つくば21」

　健康意識を高めることで転倒・寝たきり予防、生活機能の
維持向上を図り、閉じこもりの予防をし、いきいきとした生
活をが送ることができるようにする。

H30年から、いきいき運動教室の対象年齢及びコース数を変更しているため、前年度との比較はできない。

参加延べ人数

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

任意的事務

Ⅰ 1 1 高齢者支援体制の整備

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

404

活動指標

31-2

Ⅱ 1 (4) すべての世代の健康づくりと高齢者介護予

保健福祉部健康増進課

健康推進係

人



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

賃金　　4,478千円
需用費　　325千円
委託料　2,709千円

       8,435       13,960

維持

3

4

2

3

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

他の事業に優先して進める必要がある。

         0.50          1.00

         0.00          0.00

有 有

       3,554        7,057

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         565        1,526        1,106            0

         283          863          624            0

           0            0            0            0

       2,605        2,727        4,492            0

       1,428        1,787        1,290            0

       4,881        6,903        7,512            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度


